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201８年５月 1６日（水）連合本部において、第９回「被災４県地方連合会事務局

長との意見交換会」を開催しました。連合岩手から佐藤事務局長、連合宮城から大黒

事務局長、連合福島から加藤事務局長、連合本部からは山本副事務局長、山根木総合

組織局長、河南経済政策局部長、他２名が出席しました。 

はじめに連合本部の山本副

事務局長から、「6 月 6 日開

催の『いのちを守る絆フォー

ラム』においては、震災を風

化させないということについ

て参加したみなさんに考えて

いただけるようにしていきた

い。ついては被災地からそれ

ぞれの立場での訴えをお願い

したい。」と挨拶がありまし

た。続いて、各県の現状報告

を受けました。 

事務局からは「絆をつなぐ集中期間（3.11-4.14）」としての震災パネル展の実施

状況についての報告をし、全国の取り組みに関して共有しました。続いて、6 月 6 日

（水）開催の「連合『いのちを守る絆フォーラム 2018』」の内容を中心に意見交換

を行いました。 
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◆連合岩手 佐藤事務局長◆ 

○4 月 21 日（土）岩手市内において「震災復興＆クラシノソコアゲ地域

フォーラム 2018」を開催され、約 330 人の参加があった。フォーラ

ムには神津連合会長と達増岩手県知事が出席した。講演の中で、震災当

時、学校の再開の際に、連合派遣のボランティアにより大変助かったと

の報告があった。 

○復興工事の終了に伴い、県外から来ていた労働者の中には戻る場所がな

く岩手に残るものの、働くところが見つからないために生活保護の手続

きをする人が出てきて新たな課題となっている。 
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***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   ***   *** 

《連合「絆をつなぐ集中期間」の取り組み》 

○「東日本大震災・熊本県を中心とする九州地震」パネル展開催状況 
大阪：2 月 17 日(土)・5 月 1 日(金)  愛知：3 月 4 日(日) 群馬：3 月 9(金)-14 日(水)  

福井：3 月 25 日(日) 北海道：4 月 5 日(木)-6 日(金)  滋賀：4 月 28(土) 

新潟：4 月 13 日(金)-20 日(金)・4 月 28(土) 広島：5 月 14 日(月)-19 日(土) 
 

○今後の開催予定 
 愛知：７月 19 日(木) 石川：8 月 25 日(土) 岡山：９月 1 日(土) 

 

～連合群馬からの報告～ 期間：2018 年 3 月 9 日（金）～14 日（水） 

                     会場：群馬県勤労福祉センター 

 1Ｆ ホール 

来場者：約 350 人 
  開催期間中に同会館で 3.8 国際女性 

デー集会、連合群馬執行委員会が開催 

され、両会の参加者を始め多くの方に 

見ていただくことができました。 

土日にも地域の多くの方が来場されま

した。また、新聞への記事掲載によっ

て、パネルを見るために訪問された方も

あり、県内の労働組合関係者以外の方に

も広くＰＲをすることができました。 
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この様子は朝日新聞・上毛新聞に取り上げられました。 
 

 

◆連合福島 加藤事務局長◆ 
 

○不要となった仮設住宅を再利用する

取り組みが広がってきて、県として

譲渡先を公募することになった。県

内の仮設住宅は現在 1,213 戸で

1,902 人が入居している。今までに

撤去された 4,842 戸の内、117 棟

と集会所 2 棟が譲渡され宿泊施設な

どに利用されている。今後このよう

な活用が増えていくと考えられる。 

○中間貯蔵施設への土壌搬出につい

て、対象の市町村 52 の内 21 市町

村は昨年度末に完了しているが、残

りはこれまでの 3 倍にあたる 180

万ｍ の土壌を運び出す見通しであ

る。そのために一日平均 1,200 回

往復が必要であり、輸送量増加に対

する安全対策が課題となっている。 

◆連合宮城 大黒事務局長◆ 
 

○宮城県内の災害公営住宅の整備

が、今年度全て完了することか

ら、プレハブ仮設住宅の集約化が

本格的に進むことになる。入居率

が 3 割を下回ると集約されたこと

で、これまで石巻にあった 134

の団地が 5 月 1 日現在で 47 カ

所となった。今後は、集約後の跡

地に総合的な文化施設を建築する

予定となっており、街づくりが前

進していく状況にある。 

○多くの被害者のあった大川小学校

の事例をうけて、危機管理マニュ

アルの整理の観点から、行政とは

別に学校単独でハザードマップを

見直すことになった。教員には専

門家並みの知識も求められること

となり大変だ。 
 

 

 
 

 

その他のパネル展の様子も、次号以降順次掲載します・・・ 
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